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019 高齢者医療制度の普及と推進

Ⅰ 人と人とが支え合い幸せを感じるまち（健康・福祉）

05 社会保障制度の充実
市民部 保険年金課

　後期高齢者医療制度が円滑に運営されて、高齢者が病気やけがなどをしたとき、最適な医療を安心して受けることができていま
す。
　また、後期高齢者の健康・医療に対する意識が高まり、元気でいきいきとした後期高齢者が増えています。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

R 3年度

第６次府中市総合計画に基づき、平成２３年度の府中市の収納率を基準値とし、更に高い数値を目標値としている。府中市の収納率は近隣市との比
較でも高い水準となっている。

4,931,490,000 5,196,626,000 5,269,733,000 5,475,600,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,822,655,000 5,090,153,000 5,181,163,000 5,382,126,000

108,835,000 106,473,000 88,570,000 93,474,000

4,956,302,000 5,116,922,000 5,417,073,000 0

4,955,448,643 5,115,477,882 5,408,948,580 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,862,028,077 5,024,800,528 5,313,253,303 0

93,420,566 90,677,354 95,695,277 0

100.0 100.0 99.9 0.0

6.46 6.46 6.46 0.00

49,635,109 50,813,713 51,898,786 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

17,722,322 15,189,434 17,900,266 0

5,022,806,074 5,181,481,029 5,478,747,632 0

①後期高齢者医療保険料収納率

98.8

％

99.6 99.5 - -

99.8 99.7 0.0 0.0

99.8
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第６次府中市総合計画に基づき、平成２３年度の府中市の収納率を基準値とし、更に高い数値を目標値としている。府中市の収納率は近隣市との比
較でも高い水準となっている。

平成２８年７月からコンビニ収納を開始し、被保険者の納付機会の拡充を図った。
また、窓口での納付相談や電話によるきめ細かい催告等を実施し、近隣市と比較しても高い収納率を維持している。

今後、団塊の世代が後期高齢者となり、被保険者数の急増が見込まれる。
このような状況の中、高齢者が安心して医療を受けられるよう、制度を持続可能なものとしていくためにも、保険料の収納率の確保に力を入れて推
進していく必要がある。

近隣市との比較でも府中市の収納率は既に高い水準にあるが、これを維持向上させていく方策を検討していく必要がある。

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

保険料収納率が基準値を上
回っている。

保険料収納率が基準値を上
回っている。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

後期高齢者医療保険料徴収事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

27,062

後期高齢者医療被保険者か
ら、特別・普通徴収により
保険料を徴収します。
また、収納率を上げるため
、滞納者に対して催告等を
行います。

後期高齢者医療被保険者か
ら、特別・普通徴収により
保険料を徴収します。
また、収納率を上げるため
、滞納者に対して催告等を
行います。

後期高齢者医療被保険者か
ら、特別・普通徴収により
保険料を徴収します。
また、収納率を上げるため
、滞納者に対して催告等を
行います。

後期高齢者医療被保険者か
ら、特別・普通徴収により
保険料を徴収します。
また、あ収納率を上げるた
め、滞納者に対して催告等
を行います。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

収納率の目標値には達して
いないが、府中市の収納率
は近隣市と比較しても高い
水準となっている。

収納率の目標値には達して
いないが、府中市の収納率
は近隣市と比較しても高い
水準となっている。

後期高齢者医療制度運営費負担
事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

21,119,000

後期高齢者医療制度の安定
した制度運営に寄与するた
め、東京都後期高齢者医療
広域連合の運営費を負担し
ます。

後期高齢者医療制度の安定
した制度運営に寄与するた
め、東京都後期高齢者医療
広域連合の運営費を負担し
ます。

後期高齢者医療制度の安定
した制度運営に寄与するた
め、東京都後期高齢者医療
広域連合の運営費を負担し
ます。

後期高齢者医療制度の安定
した制度運営に寄与するた
め、東京都後期高齢者医療
広域連合の運営費を負担し
ます。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

遅滞なく運営費を支払って
いる。

遅滞なく運営費を支払って
いる。

後期高齢者健康診査事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

848,750

後期高齢者医療被保険者の
健康づくりと医療費の抑制
のため、東京都後期高齢者
医療広域連合から委託を受
け、健康診査を実施します
。

後期高齢者医療被保険者の
健康づくりと医療費の抑制
のため、東京都後期高齢者
医療広域連合から委託を受
け、健康診査を実施します
。

後期高齢者医療被保険者の
健康づくりと医療費の抑制
のため、東京都後期高齢者
医療広域連合から委託を受
け、健康診査を実施します
。

後期高齢者医療被保険者の
健康づくりと医療費の抑制
のため、東京都後期高齢者
医療広域連合から委託を受
け、健康診査を実施します
。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

府中市の健康診査受診率は
近隣市と比較しても高い水
準となっている。

府中市の健康診査受診率は
近隣市と比較しても高い水
準となっている。
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H31年度 R 2年度H31年度 R 2年度

1 後期高齢者医療保険料徴収事業 10 11,261,000 11,261,000 9,783,000 後期高齢者医療保険料の徴収 B 2 A A

2 後期高齢者葬祭事業 10 76,595,000 68,822,740 78,800,000
後期高齢者医療被保険者の葬祭を
行った者に費用の一部を助成する
。

B 2 B C

3 後期高齢者医療制度運営費負担事
業

10 4,988,882,000 5,143,253,333 5,183,516,000
後期高齢者医療に要する費用に充
てるため、後期高齢者医療広域連
合へ負担金を納付する。

B 2 B B

4 後期高齢者健康診査事業 10 192,995,000 185,611,507 203,501,000 広域連合から市が委託を受け、健
康診査を実施する。

B 2 B B

5 後期高齢者医療制度窓口相談事務 10 ○ 0 0 0 後期高齢者医療制度の相談 B 2 B B

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 5,269,733,000 5,408,948,580 5,475,600,000
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020 国民健康保険の運営

Ⅰ 人と人とが支え合い幸せを感じるまち（健康・福祉）

05 社会保障制度の充実
市民部 保険年金課

納税しやすい環境が整備され、収納率が向上し、国民健康保険の運営が安定しています。
また、特定健康診査・特定保健指導等の保健事業の強化により、被保険者の健康・医療に対する意識が高まり、医療費が抑制され
ています。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

R 3年度

収納率については、平成２７年度の２６市平均収納率の８０．９％から毎年の増加率を見込み、計画最終年度に２６市平均収納率を超えるよう目標
値を設定している。
受診率については、厚生労働省の定める国民健康保険者の目標率である令和５年度に６０％を達成するよう目標値を設定している。

26,878,071,000 23,053,135,000 23,018,436,000 23,145,394,000

4,977,881,000 100,000 100,000 70,000

1,501,017,000 15,235,223,000 15,453,531,000 15,694,042,000

0 0 0 0

17,387,109,000 4,997,565,000 4,850,549,000 4,770,843,000

3,012,064,000 2,820,247,000 2,714,256,000 2,680,439,000

26,129,482,000 23,323,902,000 23,043,836,000 0

25,993,338,537 22,985,572,751 22,892,576,551 0

5,356,298,913 0 62,000 0

1,586,689,390 14,915,283,244 15,462,787,352 0

0 0 0 0

16,632,999,325 4,712,105,859 5,057,626,892 0

2,417,350,909 3,358,183,648 2,372,100,307 0

99.5 98.5 99.3 0.0

17.23 17.23 17.23 0.00

132,360,290 135,503,234 138,396,763 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

47,259,533 40,505,168 47,734,055 0

26,172,958,360 23,161,581,153 23,078,707,369 0

①国民健康保険税収納率

76.8

％

83.2 83.6 - -

92.4 92.9 0.0 0.0

90

②特定健康診査受診率

53.4

％

52.9 53 - -

91.2 91.4 0.0 0.0

58
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４　施策の進ちょく状況
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収納率については、平成２７年度の２６市平均収納率の８０．９％から毎年の増加率を見込み、計画最終年度に２６市平均収納率を超えるよう目標
値を設定している。
受診率については、厚生労働省の定める国民健康保険者の目標率である令和５年度に６０％を達成するよう目標値を設定している。

保険税の期割の変更、口座振替の推進、コンビニエンスストアでの納付書取扱期限の延長等、納付環境を整備し、収納率向上に努めた。
特定健康診査等を実施し、被保険者の健康保持・増進を図った。

国民健康保険税の収納率向上
医療費適正化の推進
被保険者の健康保持・増進

健全で安定した運営のため、納付しやすい環境づくり、積極的な滞納整理の実施により、収納率の向上を図るとともに、特定健康診査・特定保健指
導等の保健事業の実施により、被保険者の健康保持・増進と医療費の適正化を図る。
平成３０年度から国民健康保険が都道府県単位となり、東京都と共同運営することとなった。東京都及び他市区町村と連携を図るとともに、今後の
制度改正等に対応できるよう国の動向に注視することで、国民健康保険制度の安定運営に努める。

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

納付環境の整備等により収
納率は向上している。
特定健康診査の受診率は他
市と比較し上位に位置して
いる。

納付環境の整備が進んだた
め、収納率は向上している
。
特定健康診査の受診率は他
市と比べて上位に位置して
いる。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

国民健康保険運営事務

市民部 保険年金課

主要な事務事業

45,952,532

・国民健康保険の資格管理
を適正に行います。
・口座振替等により国民健
康保険税の期限内納付を推
進します。
・納税しやすい環境づくり
、積極的な滞納整理の実施
により収納率の向上を図り
ます。

・国民健康保険の資格管理
を適正に行います。
・口座振替等により国民健
康保険税の期限内納付を推
進します。
・納税しやすい環境づくり
、積極的な滞納整理の実施
により収納率の向上を図り
ます。

・国民健康保険の資格管理
を適正に行います。
・口座振替等により国民健
康保険税の期限内納付を推
進します。
・納税しやすい環境づくり
、積極的な滞納整理の実施
により収納率の向上を図り
ます。

・国民健康保険の資格管理
を適正に行います。
・口座振替等により国民健
康保険税の期限内納付を推
進します。
・納税しやすい環境づくり
、積極的な滞納整理の実施
により収納率の向上を図り
ます。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

国民健康保険制度の周知に
努め、資格の適用を適正に
行った。
また、納付しやすい環境づ
くり、積極的な滞納整理の
実施し、国民健康保険制度
の安定運営に努めた。

国民健康保険制度の案内の
送付等を通じ、引き続き周
知に努めた。また、資格の
適用を適正に行った。
あわせて、納付しやすい環
境づくりや、積極的な滞納
整理の実施により、国民健
康保険制度の安定運営に努
めた。

国民健康保険保険給付事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

61,687,063

国民健康保険被保険者、医
療機関等からの請求に対し
、適切な給付を行い、医療
費の適正化を推進します。

国民健康保険被保険者、医
療機関等からの請求に対し
、適切な給付を行い、医療
費の適正化を推進します。

国民健康保険被保険者、医
療機関等からの請求に対し
、適切な給付を行い、医療
費の適正化を推進します。

国民健康保険被保険者、医
療機関等からの請求に対し
、適切な給付を行い、医療
費の適正化を推進します。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

医療機関、被保険者からの
請求に基づき、適切な給付
を行った。

医療機関、被保険者からの
請求に基づき、適切な給付
を行った。

国民健康保険保健事業事務

市民部 保険年金課

主要な事務事業

12,222,236

生活習慣病等を早期に発見
・予防し、被保険者の健康
を保持・増進することによ
り、将来的な医療費の抑制
を図ります。

生活習慣病等を早期に発見
・予防し、被保険者の健康
を保持・増進することによ
り、将来的な医療費の抑制
を図ります。

生活習慣病等を早期に発見
・予防し、被保険者の健康
を保持・増進することによ
り、将来的な医療費の抑制
を図ります。

生活習慣病等を早期に発見
・予防し、被保険者の健康
を保持・増進することによ
り、将来的な医療費の抑制
を図ります。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

特定健康診査の受診率は2
6市で上位に位置している
。
国民健康保険保健事業実施
計画に基づき、特定健康診
査・特定保健指導等の保健
事業を実施し、被保険者の
健康の保持・増進に努めた
。

特定健康診査の受診率は2
6市で上位に位置している
。
国民健康保険保健事業実施
計画に基づき、特定健康診
査・特定保健指導等の保健
事業を実施し、被保険者の
健康の保持・増進に努めた
。
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H31年度 R 2年度H31年度 R 2年度

1 国民健康保険運営事務 10 7,558,747,000 7,556,642,153 7,640,412,000 国民健康保険の運営にかかる事務 B 1 A A

2 国民健康保険保険給付事業 10 15,166,399,000 15,062,560,288 15,213,595,000 保険給付、適正審査 B 1 A B

3 国民健康保険保健事業事務 10 293,290,000 273,374,110 291,387,000
国民健康保険保健事業実施計画に
基づく特定健康診査・特定保健指
導・保健事業

B 1 A B

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 23,018,436,000 22,892,576,551 23,145,394,000



基本目標

基本施策

達成率

指標の分析

実　績

決 算 額

予 算 現 額

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

執 行 率

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

実　績

達成率

実　績

実　績

達成率

実　績

達成率

指標名
基準値

（単位）

実績の推移

目標値

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

嘱 託 員 数

実　績

嘱 託 員 人 件 費

市 債

（事業費）

（人件費）

職 員 数

１　施策の名称・めざす姿

施 策 評 価 シ ー ト

３　指標実績の推移等

達成率

達成率

総 コ ス ト

記 載 年 月

対 象 年 度

め ざ す 姿

施 策 名

総 合 計 画

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

主担当部課名

令和２年９月

平成31年度

- 1 -

021 国民年金の普及

Ⅰ 人と人とが支え合い幸せを感じるまち（健康・福祉）

05 社会保障制度の充実
市民部 保険年金課

　市民の国民年金についての正しい知識と理解が一層深まり、広く行きわたり、加入も促進され、保険料の納付率も上がっていま
す。
　市民にとって、国民年金の加入が、高齢を迎えたり、障害を負ったり、又は大切な働き手を失ったりして、経済的な危機に直面
しても、生活の支えの一助となっています。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

R 3年度

基準値･目標値共に、国全体の数値として日本年金機構が定めたものである。本市においては、第1号被保険者数並びに法定免除及び申請免除者数は
減少傾向で推移しており、保険料納付率は目標値を超えた水準を維持している。
　平成31年度末における本市の第1号被保険者数に占める免除者総数の割合：36.5％
　平成30年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 ：36.2％
　平成29年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 ：34.4％
　平成28年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　 　：33.5％

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

4.31 4.31 4.31 0.00

33,090,073 33,875,809 34,599,191 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

11,814,882 10,126,291 11,933,512 0

44,904,955 44,002,100 46,532,703 0

①国民年金の保険料の納付率

58.6

％

65 66.3 - -

96.9 98.8 0.0 0.0

67.1



達成できている点

達成できていない点

進ちょく状況

今後の課題、状況や市民ニーズの変化

これまでの主な取組と成果

５　施策の評価

今後の展開

４　施策の進ちょく状況

021　国民年金の普及
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基準値･目標値共に、国全体の数値として日本年金機構が定めたものである。本市においては、第1号被保険者数並びに法定免除及び申請免除者数は
減少傾向で推移しており、保険料納付率は目標値を超えた水準を維持している。
　平成31年度末における本市の第1号被保険者数に占める免除者総数の割合：36.5％
　平成30年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 ：36.2％
　平成29年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 ：34.4％
　平成28年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　 　：33.5％

　昭和36年の国民年金法に基づく保険料の徴収開始による国民皆年金制度の確立以来、年金制度にはさまざまな改正が重ねられ、その中で、平成1
4年には国と市町村との役割分担の明確化が図られた。それにより収納事務は市町村から国へと変更され、市には法定受託事務として、適用関係で
は第1号届書の受理と、年金給付関係では第1号期間のみ有する者の裁定請求に関する事務のみが義務付けられた。
　市では、市民に身近な窓口として、市民が国民年金制度を正しく理解し、各種手続きが適正に行われるよう、届出受理に伴う相談業務をあわせて
行っている。

　市民からの相談や届出を受ける身近な窓口としての充実を図る。

　日本年金機構と協力・連携し、より一層正確で丁寧な情報を市民に提供する。

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

日本年金機構と協力・連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。

日本年金機構（府中年金事
務所）と協力・連携し、法
定受託事務及び相談業務等
を適切に行った。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理

021　国民年金の普及
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平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

年金窓口相談事務

市民部 保険年金課

主要な事務事業

0

日本年金機構と協力・連携
し、年金制度等についての
情報を正しく発信するとと
もに、法定受託事務及び相
談業務等を適切に行う。

日本年金機構と協力・連携
し、年金制度等についての
情報を正しく発信するとと
もに、法定受託事務及び相
談業務等を適切に行う。

日本年金機構と協力・連携
し、年金制度等についての
情報を正しく発信するとと
もに、法定受託事務及び相
談業務等を適切に行う。

日本年金機構と協力・連携
し、年金制度等についての
情報を正しく発信するとと
もに、法定受託事務及び相
談業務等を適切に行う。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

日本年金機構と協力・連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。

日本年金機構と協力・連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。
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H31年度 R 2年度H31年度 R 2年度

1 年金窓口相談事務 20 ○ 0 0 0 国民年金制度に関する相談 B 1 B B

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計


